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「島根県における社会保障の給付と負担の現状」 
平成２２年３月３１日 

 
１ はじめに 
 本考察では、島根県における社会保障の給付と負担の状況について分析します。 
 なお、本考察では主として県民経済計算の計数を使います。本考察で扱う「社会保障給

付」や「社会保障負担」の推計に必要な統計の入手、集計の作業は煩雑ですが、県民経済

計算を使えば簡便に時系列での比較や他県との比較ができるからです。 
 
２ 県民経済計算における社会保障制度 
 県民経済計算では、社会保障関係のデータは「制度部門別所得支出勘定」と「付表」に

収録されており、用語法も特殊です。表１に、本考察で使用する項目とその内容を示しま

す。 
 以下では主に「制度部門別所得支出勘定」を用い、必要に応じて「付表」のデータを用

いて考察します。 
 
表１ 考察の対象 
 制度部門別所得支出勘定 付 表 内 容 

■

給

付 

 

①現金による社会保障給付 現物社会移転以外の社会給付 国民年金、厚生年金、共済組合年金、失業給

付 等 

②現物社会給付 現物社会移転 

 払い戻しによる社会保障給付 

 その他の現物社会保障給付 

国民健康保険等による医療保険給付分及び

老人保健給付分、介護保険による給付分 等

③社会扶助給付 現物社会移転以外の社会給付 生活保護費、恩給等 

■

負

担 

 

①雇主の強制的現実社会負担 雇主の現実社会負担 公的年金、雇用、医療等の保険に対する保険

料のうち事業主負担分 

②雇用者の強制的社会負担 雇用者の社会負担 公的年金、雇用、医療等の保険に対する雇用

者負担分 

 
３ 社会保障の給付と負担の推移 
 ここからは、島根県における社会保障制度の給付と負担の推移を、国や他県との比較、

他の統計との組み合わせなどにより分析します。給付と負担の内容を「制度部門別所得支

出勘定」を用いて示すと次のとおりです。 
 「給付」＝「現金による社会保障給付」＋「現物社会給付」＋「社会扶助給付」 
 「負担」＝「雇主の強制的現実社会負担」＋「雇用者の強制的社会負担」 
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（１）給付と負担の関係 
 島根県では社会保障の給付が平成８年度から平成１９年度までの間に 26.2％増加し、負

担は 2.3％減少とほぼ横ばいで、給付と負担の差が拡大し、平成１９年度の給付に対する負

担のカバー率は４割弱です（図１）。 

 
 
一方、国では給付が平成８年度から１９年度までの間に 37.4％増加し、負担も 15.5％増

加しましたが、やはり給付と負担の差が拡大し、平成１９年度の給付に対する負担のカバ

ー率は約６割弱です（図２）。 
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 平成８年度→１９年度増加率 平成８年度カバー率 
（負担／給付） 

平成１９年度カバー率

（負担／給付） 給付 負担 
島根県 26.2％ △2.3％ 50.1％ 38.8％
 国 37.4％ 15.5％ 70.3％ 59.1％

 
島根県と国を比較すると、給付は島根県、国ともに増加していますが、島根県は国ほど

増加していません。一方、負担は国が増加しているのに対し島根県は横ばいです。給付に

対する負担の割合は、島根県も国も年々低下していますが、島根県は４割弱で国の約６割

よりも一層低下しています。 
 
（２）給付の内訳の推移 
 先ほどは実額の推移を見ましたが、次に給付の内訳の推移を見ていきます（図３）。 
 島根県では平成８年度から１９年度の間に「現金による社会保障給付」が 21.1％増加、「現

物社会給付」は 43.2％増加、「社会扶助給付」は 0.6％増加しています。つまり、給付額の

増加は、「現金による社会保障給付」（主に年金）と、「現物社会給付」（主に医療、介護）

の増加が要因です（図３）。 
 なお平成１１年度から１２年度にかけて「現物社会給付」が大きく増加していますが、

これは介護保険制度の創設の影響です。 
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１０億円 図２ 社会保障の給付と負担の推移（国） 負担 給付
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 国では平成８年度から１９年度の間に「現金による社会保障給付」は 39.1％増加、「現物

社会給付」は 40.1％増加、「社会扶助給付」は 15.2％増加しています。中でも、「現金によ

る社会保障給付」「現物社会給付」が大きく増加することで、給付全体が増加しています（図

４）。 
 島根県と国を比較すると、「現物社会給付」の伸び率はほぼ同じですが、「現金による社

会保障給付」では島根県の伸び率は 21.1％で国の伸び率 39.1％の約半分であり、県は国よ

りも増勢が緩やかです。 
平成１１年度から平成１２年度にかけて「現物社会給付」が大きく増加しています、こ

れは介護保険の制度創設の影響です。 
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 平成８年度→１９年度増加率 
現金による社会保障給付 現物社会給付 社会扶助給付 

島根県 21.1％ 43.2％ 0.6％ 
 国 39.1％ 40.9％ 15.2％ 
 
（３）「現金による社会保障給付」の給付と負担の関係 
 給付のうち、島根県、国ともに大きく増加した「現金による社会保障給付」「現物社会給

付」について給付と負担の推移を見ていきます。  
島根県では、「現金による社会保障給付」が平成８年度から平成１９年度までの間に

21.1％増加しているのに対し、負担は平成１３年度をピークに減少に転じ、平成８年度から

１９年度までの間に 10.0％減少、平成１３年度から１９年度までの間では 12.0％減少して

います。給付と負担の差は拡大し、給付に対する負担のカバー率は減少しており、平成１

９年度のカバー率は４割強です（図５）。 
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 国では、平成８年度から１９年度の間に給付は 39.1％増加し、負担も 8.6％増加していま

す。給付に対する負担のカバー率は低下し、平成１９年度のカバー率は約 65％です（図６）。 

 

 平成８年度→１９年度増加率 平成８年度カバー率 
（負担／給付） 

平成１９年度カバー率

（負担／給付） 給付 負担 
島根県 21.1％ △10.0％ 56.5％ 42.0％
 国 39.1％ 8.6％ 83.2％ 65.0％
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 島根県と国を比較すると「現金による社会保障給付」では、島根県、国ともに給付が増

加しているのに対して、負担は島根県が漸減、国が漸増しています。その結果、給付に対

する負担のカバー率は島根県が国よりも低くなっています。 
 
（４）「現物社会給付」の給付と負担の関係 
 「現物社会給付」は、島根県では、平成８年度から１９年度の間に給付が 43.2％増加し、

負担が 11.3％増加しました。特に平成１２年度には、介護保険制度が創設された影響で給

付が大幅に増加した結果、給付と負担の差は拡大しました。給付に対する負担のカバー率

は平成１１年度以前は 55％前後でしたが、平成１２年度に５割弱まで大幅に低下した後、

低下を続け平成１９年度には４割強まで落ち込みました（図７）。 

 
国では、平成８年度から１９年度までの間に給付が 40.9％増加し、負担が 27.8％増加し

ています。特に平成１２年度には、介護保険制度が創設された影響で島根県と同様に給付

が大幅に増加しました。その結果、給付と負担の差は拡大しました。給付に対する負担の

カバー率は平成１１年度以前は７割前後でしたが、平成１２年度に約 65％まで低下した後、

平成１９年度まで、ほぼ一定です（図８）。 
 島根県と国を比較すると「現物社会給付」では、島根県、国ともに給付が増加している

のに対し、負担の増加は国よりも県の方が小さく、給付に対する負担のカバー率は県の方

が低くなっています。 
 
 
 
 

929 967 986 983 1,008 1,020 1,013 1,035 1,045 1,029 1,026 1,034 

1,684 1,681 1,706 
1,801 

2,090 
2,172 2,171 2,212 

2,280 2,331 2,342 
2,411 

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

8年度 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

億円
図７ 現物社会給付と負担の推移（島根県） 負担 給付



8 
 

 
 

 平成８年度→１９年度増加率 平成８年度カバー率 
（負担／給付） 

平成１９年度カバー率

（負担／給付） 給付 負担 
島根県 43.2％ 11.3％ 55.2％ 42.9％
 国 40.9％ 27.8％ 70.3％ 63.8％
 
４ 給付と負担の県民所得に対する割合 
 ここまでは、社会保障にかかる給付と負担の実額の推移について考察しましたが、以降

は県民所得に対する給付と負担の割合である「社会保障移転率」「社会保障負担率」の推移

等について考察します。「社会保障移転率」「社会保障負担率」は経済の規模に対する社会

保障の大きさを測る目安となります。 
社会保障移転率および社会保障負担率の内容を次のとおり定義します。 

 
 社会保障移転率＝（現金による社会保障給付＋社会扶助給付＋現物社会給付）／県（国）民所得 

 社会保障負担率＝（雇主の強制的現実社会負担＋雇用者の強制的社会負担）／県（国）民所得 

 
（１）社会保障移転率の推移 
 社会保障移転率の推移を島根県と国で比較すると、島根県は国よりも高くなっています。 

平成８年度から１４年度までの間、島根県と国の差はほぼ 8％台でした。国は平成１５年

度以降増加が頭打ちなのに対し、島根県は平成１５年度以降も増加し続けています。その

ため島根県と国の移転率の差は、平成１５年度以降拡大し、平成１９年度は 12.3 ポイント

でした（図９）。平成１９年度には島根県の社会保障移転率は 36.3％となって、県民所得に

対する割合は高水準になっています。 
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 島根県の高齢化率と社会保障移転率の経年変化を追ってみると、高齢化率と社会保障移

転率に、先ほどよりも一層明確な相関関係が読み取れます（図１１）。 

 

 移転率を算出する際の分子となる給付の伸びは島根県より国の方が大きかったのですが

（図１、２）、分母では国民所得の伸びよりも県民所得の伸びが小さいために、移転率の伸

びは国よりも島根県の方が大きくなったと考えられます。 
また、島根県の社会保障移転率が国より高くなっている理由としては、高齢化によって

年金受給割合が高くなり、医療費、介護費が多くなっているからであると考えられます。 
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（２）社会保障負担率の推移 
 社会保障負担率の推移を島根県と国で比較すると、島根県、国ともに微増を続けていま

す。値は島根県がわずかに高い程度で、島根県と国との差は平成８年度から１９年度まで

1.0％未満と国とほぼ同水準です（図１２）。平成１９年度の島根県の社会保障負担率は

14.1％と移転率に比べると低い水準にとどまっており、国も同様です。社会保障移転率は、

島根県の方がかなり高かったのですが（図９）、負担率はほぼ国並みです。 
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 県民経済計算を利用する可能性や方法の一端を汲み取っていただければ幸いです。 
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